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研究成果の概要（和文）：　新技術開発と事業モデル革新という視点から、主に自動車企業を対象に次の点を明らかに
した。１．今日の経済･経営環境下において顧客価値創造のために鍵となる中核技術の内容（とくに低燃費化技術）、
その特性、応用を見極めての技術開発の状況、２．新技術を活用した新製品、顧客価値の創造と内容、３．新製品（価
値）を適正な価格で提供するための、生産・調達の改革（工場のスリム化、調達のオープン化）、４．その事業による
長期的な利益確保のための開発・生産体制と全社的な組織革新。

研究成果の概要（英文）： From a viewpoint called new technology development and the business model 
innovation, I clarified the next point mainly among car companies.
 1. The contents of the core technology (particularly technical the low mileage) to become the key for 
customer value creation under today's economy, management environment, the characteristic, the situation 
of the technology development. 2.The creation of the customer value and contents. 3. The reform of 
production, procurement (slimming of factory, opening of procurement) to provide value at an appropriate 
price. 4.The development, production system and company-wide organization innovation for securing 
long-term profit.

研究分野：生産システム論、技術経営論

キーワード： 新技術開発　価値創造　事業モデル　調達革新　組織革新

  ５版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
 
これまで日本の製造企業は、高い技術・高
い品質・効率的な開発・生産による相対的に
低価格な新製品の迅速な市場投入をベース
として優位性を保ってきたが、それは、新興
国の追い上げなどによって失われつつある。
今までの成功体験から、日本企業は、良いも
のは売れると高機能商品を作り続けてきた。
しかし成長市場は先進諸国から新興国に移
り、市場の消費者の要求は変化しており、明
確な事業モデルの確立、すなわち、提供する
価値や目的に対する明確で一貫した戦略的
なコンセプト、経営資源・活動の組み合わせ
による利益確保の仕組みがますます重要に
なってきている。 
経済価値生産の中核である企業の生産領
域の基本的重要性が見直され、また短期間に
急速に変化する環境変化に対応するために、
経営戦略と生産システムの結びつきが強化
されている（本研究では企業の生産領域を、
単に工場における生産諸要素の結合による
生産活動（製造）だけでなく、水平的（開発、
設計、生産準備、購買、製造）、垂直的（戦
略、全般的管理、生産コントロール）に有機
的な統一性をもつ生産システムとしてとら
えている）。グローバルな経営理念・戦略が
問われるとともに、グローバルな経営管理体
制、生産システムの確立といった点が、ます
ます競争の焦点となってきている。 
新興国も含め、グローバルに、競争環境、
技術革新にどのように対応するか、これまで
の技術の活用と新技術の獲得をいかにすす
めるかなど、戦略的な技術経営による経営、
生産、事業モデルの一層の革新が求められて
いる。 

 
２． 研究の目的 
 
 本研究では、これまでの研究成果を踏まえ、
この戦略的な技術経営による経営、生産、事
業モデルの一層の革新という点から、次の点
を研究課題とした。 
第１は、企業の生産活動の発展との関連
で、システム的視点（集合性、関連性、目
的追求性、合環境性）から生産システムと
は何かを明確に規定し、生産システムを構
成する諸要素とその連関を明確にすること。 
第２は、その構成要素の主な内容である、
技術、管理、労働について、技術とは何か
明確にしたうえで、技術発展、製品技術、
製造技術の関連とそのイノベーションの視
点から、企業組織との関連も含めて動態的
な分析を行うこと。 
第３に、生産システム全体の構造変化に
関わる経営環境の変化（グローバル化、新
興国の台頭、急速な技術革新など）とそれ
に対する戦略的対応との関連で、生産シス
テムの変化を解明すること。 
第４に、とくに新技術開発と生産システ

ムの関連について、価値創造、価値実現、
利益獲得という事業モデルの視点から明ら
かにすること。 
そして具体的には、自動車企業の新技術・
新製品開発、低コスト化（生産・調達革新）、
組織革新に的をしぼり、次の点を解明するこ
とを研究目的とした。 
（１）今日の経済･経営環境下において顧客
価値創造のために鍵となる自社技術とは何
か、その特性、応用を見極めての技術開発は
どのように行われているか。 
（２）その技術を活用してどのような新製品、
顧客価値が生み出されているか。 
（３）その価値を適正な価格で提供するため
に、生産・（部品）調達の改革がどのように
すすめられているか。 
（４）どのような開発・生産の体制がとられ、
それがどのように全社的な組織革新につな
がったのか。 
 
３． 研究の方法 

 
以上の点をふまえ、本研究では主に日本の
自動車企業を事例にして、次の諸点について
理論的・実証的研究調査を行った。 
（１）新技術・新製品の内容 
（２）グローバルな供給体制（生産・調達
の革新） 
（３）新たな開発手法と体制（プロジェク
ト）  
（４）全社的な組織革新 
 
具体的には、先行研究のフォローとともに、
これまで研究を継続してきた対象企業 11 社
（自動車メーカー４社、自動車部品５社、素
材関係２社）について下記項目、とくに技術
開発の内容を中心に事例研究を行ない（国内
外調査）、各企業の事業モデルを考察した。 
①完成車メーカーのグローバル開発生産
体制の概要（日本と現地との開発の分業体
制・内容） 
②大手部品メーカーのグローバル展開（開
発生産拠点、部品の供給先） 
③完成車メーカーの新技術と新しい開発
手法とその影響 
④アジア 3ケ国（中国、タイ、インドネシ
ア）における日系メーカーの開発・調達現地
化の動向（現地向け製品、その開発体制、開
発のレベル、生産、部品調達との関連） 
 
調査研究内容と分担は以下の通りであっ
た。各項目の末尾に記してある名前は、研究
調査の役割分担である。 
経営戦略・事業戦略・技術戦略（徳田） 
技術開発・新製品開発（今田＝研究代表者） 
生産・調達（今田）、開発体制、組織革新
（今田） 
 
４． 研究成果 
 



 主にグローバル化による生産システムの
変化と低燃費技術を核とする新技術とそれ
を基にした新型車の開発に焦点をあてて、新
技術開発と生産・事業モデル革新について研
究を進めた。 
 まず、グローバル化と生産システムについ
ては、主に 2005 年以降のグローバル経営･生
産戦略とその下で展開された生産システム
の動向について、グローバルな開発体制、生
産技術（準備）力、生産方式に焦点をあてて
考察してきた。そこで明らかになったのは次
の点である。 
第 1は、品質、環境への取り組みとともに、
世界市場（とくに新興国市場）で生産・販売
規模を拡大するために、世界各地域の戦略的
位置づけが明確にされ、グローバルな連携を
保持しながら、販売と生産・調達のバランス
を最適化するための現地化を主な内容とす
る戦略が展開されている。現地生産（とくに
新興国での工場拡大･新設）・開発機能の強化、
部材の現地調達の拡大などである。 
第 2に、研究開発体制に関しては、開発拠
点の分散化と統合がすすめられ、日本の研究
開発拠点では、基礎研究、先行技術開発、世
界戦略車の開発が、他の地域の拠点では、日
本と密接に連携をとりながら、地域のニーズ
を取り入れた製品開発がなされている。 
第 3に、生産準備面では、グローバルな生
産準備体制と、標準化された生産ラインが構
築され、少量から大量生産まで量的にも、品
質的にも対応でき、しかもコストのかからな
い生産技術の開発、新車生産立ち上げ、また
生産移転のための迅速な生産準備、海外支援、
人材育成がすすめられている。 
 
新技術開発と生産・事業モデル革新につい
ては次の点が明らかになった。 
第１に、自動車企業は高い収益の出る事業
モデルを確立し、低コスト・低燃費・省資源
なクルマづくりで、グローバルに通用する事
業展開を目指し改革を進めている。具体的に
は、低燃費、低コスト、省資源な商品・技術
開発の推進、生産や調達における原価低減の
推進、さらに、組織、マネジメントの改革で
ある。 
第２に、低燃費化技術では、パワートレー
ン（エンジン・ＣＶＴ）、車両の軽量化、エ
ネルギー・マネジメントといった自動車の基
本部分全体が包括的に革新された点に大き
な特徴がある。 
第３に、「適切なコストでの価値提供、そ
してその事業による長期的な利益確保」のた
めに、生産、調達面でも大きな改革が進んだ。
生産工場のスリム化、新生産方式の導入、調
達先や物流手法、設計段階からの部品の使い
方の見直しであり、車の造り方、部品の調達
を徹底的に効率化することで生産コストを
大幅に引き下げ、低価格を実現している。 
第４に、開発体制では、スピードを重視し、
組織のセクショナリズムを廃止した知識共

有の体制がとられ、短期間で集中的に作業が
進められるシステムが作られている。この開
発体制の展開とともに、組織統合、人事制度
の改革などの全社的な組織、マネジメントの
改革も進展している。新技術・新製品の開発、
生産・調達体制、組織革新が好循環を生む事
業モデルの展開がなされている。 
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